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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第３四半期連結
累計期間

第30期
第３四半期連結
累計期間

第29期

会計期間

自2020年
１月１日
至2020年
９月30日

自2021年
１月１日
至2021年
９月30日

自2020年
１月１日
至2020年
12月31日

売上高 （千円） 2,234,004 3,171,753 2,879,686

経常利益又は経常損失（△） （千円） △402,133 503,864 △777,641

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期（当期）純損失（△）

（千円） △328,862 410,818 △697,223

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △385,255 488,965 △725,789

純資産額 （千円） 8,631,377 8,712,867 8,300,311

総資産額 （千円） 9,126,904 9,547,588 8,786,554

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期（当期）純損失

（△）

（円） △30.42 38.00 △64.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 92.6 88.9 92.2

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △277,414 297,795 △520,019

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,135,752 515,436 2,107,351

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △97,451 △96,275 △97,507

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 7,029,698 7,610,572 6,732,242

 

回次
第29期

第３四半期連結
会計期間

第30期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自2020年
７月１日
至2020年
９月30日

自2021年
７月１日
至2021年
９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） △14.65 16.41

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には消費税等は含んでおりません。

　　　　３　第29期第３四半期連結累計期間および第29期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

　　　　４　第30期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルスの感染拡大による事業への影響については、引き続き今後の状況を注視してまいりま

す。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済環境は、東京五輪閉幕後に新型コロナウイルス感染症の影響が

再拡大する中、感染者数が急増し個人消費の落ち込みが見られました。また半導体不足等による影響も企業収益を

悪化させ、経済活動の停滞が懸念され先行きの不透明感が継続しております。

　このような環境の下で、当社グループは前期より開始した2022年を目標年次とする中期経営戦略「5G＆Beyond」

を進めております。5GおよびBeyond5Gも視野においた戦略5ゴールを設定し、それらを通じた成長ユースケースで

生み出す粗利金額の倍増を目標とし、また更に戦略5ゴール目標を超えた長期成長に向けたスマート・コネクティ

ビティによるソリューションの提供に取り組んでおります。

　当第３四半期連結累計期間の売上高は、LSI事業では主に国内および中国市場を中心とした海外市場向けにおい

て急速な回復と成長を実現し、前期比93%の増加（新型コロナウイルス感染症拡大の影響以前の前々期比でも8%の

増加）となりました。一方、AIOT事業では一部顧客向けの製品出荷の後倒しや計画の見直し等の影響により当初の

見込みを下回って推移しました。これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は、31億71百万円（前期比

42.0%増）となり、売上総利益は18億35百万円（前期比62.6%増）となりました。

　販売費および一般管理費については、前期より引き続き新しい市場のニーズに対応するための積極的な研究開発

投資（５億97百万円、前期比0.8%減）を行う一方で、リモート勤務導入等により本年1月から本社オフィス面積の

約4割削減等をはじめとするコスト削減を進めた結果、販売費および一般管理費全体として、14億97百万円（前期

比0.5%減）となりました。これらの結果、当第3四半期連結累計期間の営業損益は営業利益３億38百万円（前年同

期は営業損失３億74百万円）となりました。

　また為替相場が前期末比で円安に推移したため、保有する主に現預金等の外貨建て資産の換算差益として為替差

益１億60百万円を計上したこと等により、経常損益は経常利益５億３百万円（前年同期は経常損失４億２百万

円）、親会社株主に帰属する四半期純利益４億10百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失３億28百

万円）となりました。

 

　　（セグメント別の状況）

　当社グループは、LSI事業とAIOT事業を軸として事業活動を推進しており、これらを事業セグメント区分として

おります。

（単位：百万円）

  
2021年12月期

第３四半期

2020年12月期

第３四半期
増減率（％）

LSI事業
売上高 2,393 1,238 93.3

営業利益 391 △340 ―

AIOT事業

売上高 778 995 △21.8

のれん償却前

営業利益
45 63 △80.0

営業利益 △52 △34 ―

合計
売上高 3,171 2,234 42.0

営業利益 338 △374 ―

　　※セグメント間の取引を相殺消去後の金額で記載しております。
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　　（LSI事業）

　当第３四半期連結累計期間のLSI事業の売上高は、厳しい環境下ながらも営業と生産を一体とした事業運営の

下、前期の落ち込みから急速に回復し、計画を上回る成長を実現しました。成長トレンドにある産業機器市場およ

び車載市場での成長もあり、新型コロナウイルス感染症拡大以前の2019年（前々期）と比較しても8%の成長を実現

することができました。

　産業機器市場向けビジネスは、前期苦戦したOA機器向けおよびアミューズメント機器向けの製品出荷が厳しい環

境下ながらも大幅に改善しました。また、海外市場向けにおける産業機器市場のトレンドを捉え、中国・台湾・韓

国等のアジア市場および北米市場向けの出荷が好調な伸展となった他、グローバルECサイトを活用した小型4Kカメ

ラ等のキット製品（新規設計不要で直ちに使用可能な製品）を販売しました。これらの結果、同市場向けの売上高

は、LSI事業の売上全体の63%を占め、前期比では102%増と大幅に増加しました。

　車載機器市場向けビジネスは、LSI事業の売上全体の25%を占めております。国内市場およびEV化が進む中国市場

を中心とした海外市場向けの車載純正品市場およびアフター市場向けともに当社の高速情報伝送用LSI製品の出荷

が増加し、前期比86%の大幅な増加となりました。

　民生機器市場向けビジネスは、LSI事業の売上全体の12%を占めております。主にアジア市場向けの製品出荷が堅

調に推移したことに加え、中国の高精細テレビ市場向けに当社独自技術V-by-One®HS技術のライセンス料収入を得

ることができたこと等により前期比55%の増加となりました。

　これらの結果、LSI事業全体の売上高は23億93百万円（前期比93%増、前々期比でも8%増）、売上総利益は15億29

百万円（前期比95%増、前々期比でも10%増）となりました。

　当第３四半期連結累計期間においては、前期より引き続き新しい市場ニーズに対応した研究開発を積極的に実施

しました。車載カメラ、医療用カメラ、認証用カメラ等のニーズに対応するための高速インターフェースV-by-

One®HS新製品ラインアップや同技術を活用した画像処理ソリューションの開発、5Gを遥かに超える次世代高速無線

通信技術の開発等を行い、研究開発費５億45百万円を計上しました。

　これらの結果、LSI事業の当第３四半期連結累計期間における営業利益は３億91百万円（前年同期は営業損失３

億40百万円）となりました。

 

　　（AIOT事業）

　当第３四半期連結累計期間のAIOT事業の売上高は、一部の顧客向けの製品出荷の後倒しや計画見直し等により通

信モジュール製品の出荷が計画を下回って推移した一方、昨年より継続してゲート型やサイネージ型の非接触型AI

顔認証検温システムを販売し、新たに新型コロナワクチン対応のIoT温度監視システムの販売を開始しました。こ

れらの結果、AIOT事業の売上高は７億78百万円（前期比21.8%減）、売上総利益は３億６百万円（前期比11%減）と

なりました。

　当第３四半期連結累計期間においては、AI・IoTを活用する新ニーズの拡大や第５世代移動通信（5G）による新

しいアプリケーション市場の拡大を見据えたAI・IoTソリューションの開発に取り組み、エッジAI処理用モジュー

ル製品の開発、新型コロナワクチン対応IoT温度監視システム開発や通信型ドライブレコーダなどに向けた研究開

発を行い、全体として研究開発費52百万円を計上いたしました。また、同事業のM&A取得に伴うのれんの償却額と

して97百万等を計上しました。

　これらの結果、AIOT事業の当第3四半期連結累計期間における営業損失は52百万円（前年同期は営業損失34百万

円）となりました。なお、前述ののれん償却前の営業利益は45百万円（前年同期はのれん償却前営業利益63百万

円）となります。

※「V-by-One」はザインエレクトロニクス株式会社の登録商標です。

 

　（２）財政状態の状況

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、現金及び預金、売掛金および棚卸資産が増加した一方、投資

有価証券の減少等により、前連結会計年度末と比較して７億61百万円の増加となりました。また、負債合計は、買

掛金および未払法人税等の増加等により３億48百万円の増加となりました。純資産合計は、親会社株主に帰属する

四半期純利益の計上や配当金の支払等により４億12百万円の増加となりました。
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　（３）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における、営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前四半期

純利益を５億39百万円計上した一方、売上債権が２億58百万円増加したことおよび棚卸資産が１億60百万円増加し

たこと等により２億97百万円のプラスとなりました。（前年同期は２億77百万円のマイナス）

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、投資有価証券の売却による収入等により５億15百万円のプ

ラスとなりました。（前年同期は21億35百万円のプラス）

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、配当金の支払等により96百万円のマイナスとなりました。

（前年同期は97百万円のマイナス）

　これらの結果により、現金及び現金同等物は全体として８億78百万円増加して当第３四半期連結会計期間末残高

は76億10百万円となりました。当社グループとしては、機動的な研究開発リソースの確保やM&Aの機会に迅速に対

応できるよう内部留保を厚くする方針であり、資金運用に関しても流動性を重視した運用を行うこととしておりま

す。

 

　（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（５）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費の金額は５億97百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,800,000

計 48,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
　 （2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,340,100 12,340,100

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 12,340,100 12,340,100 ― ―

　（注）　提出日現在の発行数には、2021年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発

行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

（第13回ストックオプション）

決議年月日 取締役会決議　　　　2021年６月21日

付与対象者の区分および人数（名） 当社取締役　　　　　　　　　　１名

新株予約権の数（個）※ 800

新株予約権の目的となる株式の種類、内容および

数（株）※
普通株式 80,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １個あたり89,000（注）

新株予約権の行使期間 ※ 2023年４月１日～2025年４月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格および資本組入額（円）※

発行価格　　890

資本組入額　445

新株予約権の行使の条件 ※

① 本新株予約権は、割り当てられる新株予約権の個数

の一部または全部につき、これを行使することがで

きるものとする。各新株予約権の行使は、その目的

たる株式の数が１単元の株式数の整数倍となる場合

に限り、これを行うことができる。

② 本新株予約権者は本新株予約権の行使時において、

当社グループの取締役または従業員の地位にあるこ

とを要する。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 当社取締役会の決議による承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 ※

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下

に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定め

る株式会社の新株予約権を交付するものとする。

① 合併（当社が消滅する場合に限る。）

　合併後存続する株式会社または合併により設立する

株式会社

② 吸収分割

　吸収分割する株式会社がその事業に関して有する権

利義務の全部または一部を継承する株式会社

③ 新設分割

　新設分割により設立する株式会社

④ 株式交換

　株式交換をする株式会社の発行済株式全部を取得す

る株式会社

⑤ 株式移転

　株式移転により設立する株式会社
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　※　新株予約権発行時（2021年６月21日）における内容を記載しております。

（注）　本新株予約権発行日後に、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、行使価額を以下に定める算式により

調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

また、本新株予約権発行日後に、当社が時価を下回る払込価額で新株を発行または自己株式を処分（ただし、新

株予約権の行使による場合を除く。）する場合には、行使価額を以下に定める算式により調整し、調整の結果生

じる１円未満の端数は、これを切り捨てる。なお、次の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株

式数から当社の保有する自己株式を控除した数をいうものとする。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

上記のほか、本新株予約権発行日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合

に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、当社の取締役会が行使価額を適切に調整でき

るものとする。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年７月１日～

2021年９月30日
― 12,340,100 ― 1,175,267 ― 1,291,162

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2021年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2021年6月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式
普通株式 1,530,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,807,100 108,071 同上

単元未満株式 普通株式 3,000 － －

発行済株式総数  12,340,100 － －

総株主の議決権  － 108,071 －

 

②【自己株式等】

    2021年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

ザインエレクトロニ

クス株式会社

東京都千代田区神田

美土代町９－１
1,530,000 － 1,530,000 12.40

計 － 1,530,000 － 1,530,000 12.40

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

ザインエレクトロニクス株式会社(E02062)

四半期報告書

12/24



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,732,242 7,610,572

売掛金 352,701 613,350

商品及び製品 183,198 250,946

仕掛品 62,953 145,918

原材料 70,313 80,097

その他 315,840 294,424

流動資産合計 7,717,251 8,995,311

固定資産   

有形固定資産 112,782 101,281

無形固定資産   

のれん 391,018 293,264

その他 6,400 5,808

無形固定資産合計 397,419 299,072

投資その他の資産   

投資有価証券 457,803 52,846

繰延税金資産 19,136 16,491

その他 82,161 82,584

投資その他の資産合計 559,101 151,922

固定資産合計 1,069,303 552,277

資産合計 8,786,554 9,547,588

負債の部   

流動負債   

買掛金 119,727 342,951

未払法人税等 2,629 127,945

賞与引当金 2,157 82,428

製品保証引当金 2,418 2,418

その他 228,274 148,115

流動負債合計 355,207 703,860

固定負債   

退職給付に係る負債 19,052 20,244

資産除去債務 26,119 26,281

その他 85,862 84,334

固定負債合計 131,035 130,860

負債合計 486,242 834,720

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,175,267 1,175,267

資本剰余金 1,286,608 1,286,608

利益剰余金 7,954,809 8,268,336

自己株式 △2,291,902 △2,291,902

株主資本合計 8,124,781 8,438,309

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △68,396 －

為替換算調整勘定 47,366 50,591

その他の包括利益累計額合計 △21,030 50,591

新株予約権 167,235 186,987

非支配株主持分 29,323 36,979

純資産合計 8,300,311 8,712,867

負債純資産合計 8,786,554 9,547,588
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年９月30日)

売上高 2,234,004 3,171,753

売上原価 1,105,068 1,335,971

売上総利益 1,128,936 1,835,782

販売費及び一般管理費 1,503,936 1,497,068

営業利益又は営業損失（△） △374,999 338,713

営業外収益   

受取利息 5,542 1,128

受取配当金 12,934 969

為替差益 － 160,637

投資事業組合運用益 9,631 －

雑収入 16,911 3,531

営業外収益合計 45,019 166,267

営業外費用   

為替差損 72,076 －

投資事業組合運用損 － 981

雑損失 77 135

営業外費用合計 72,153 1,116

経常利益又は経常損失（△） △402,133 503,864

特別利益   

投資有価証券売却益 99,093 27,067

新株予約権戻入益 36 8,538

特別利益合計 99,129 35,605

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△303,003 539,470

法人税、住民税及び事業税 6,949 119,481

法人税等調整額 6,173 2,644

法人税等合計 13,123 122,126

四半期純利益又は四半期純損失（△） △316,126 417,344

非支配株主に帰属する四半期純利益 12,736 6,525

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△328,862 410,818

 

EDINET提出書類

ザインエレクトロニクス株式会社(E02062)

四半期報告書

14/24



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △316,126 417,344

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △66,620 68,396

為替換算調整勘定 △2,507 3,225

その他の包括利益合計 △69,128 71,621

四半期包括利益 △385,255 488,965

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △397,772 481,310

非支配株主に係る四半期包括利益 12,517 7,655
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年１月１日
　至　2020年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前

四半期純損失（△）
△303,003 539,470

減価償却費 31,100 20,847

のれん償却額 97,754 97,754

株式報酬費用 35,066 27,090

新株予約権戻入益 △36 △8,538

賞与引当金の増減額（△は減少） △32,737 80,270

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,575 1,192

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,977 －

投資事業組合運用損益（△は益） △9,631 981

投資有価証券売却損益（△は益） △99,093 △27,067

受取利息及び受取配当金 △18,477 △2,098

支払利息 66 135

為替差損益（△は益） 53,299 △147,162

売上債権の増減額（△は増加） 527,453 △258,421

たな卸資産の増減額（△は増加） △118,560 △160,747

その他の流動資産の増減額（△は増加） △167,460 △40,544

仕入債務の増減額（△は減少） △132,804 219,081

その他の流動負債の増減額（△は減少） △69,148 △62,316

その他 △2,531 204

小計 △221,297 280,132

利息及び配当金の受取額 19,437 2,147

利息の支払額 △66 △135

法人税等の支払額 △75,487 △17,832

法人税等の還付額 － 33,483

営業活動によるキャッシュ・フロー △277,414 297,795

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △17,558 △6,707

資産除去債務の履行による支出 － △7,546

敷金の差入による支出 △1,003 △192

敷金の回収による収入 1,206 30,923

投資有価証券の売却による収入 2,118,087 482,017

投資有価証券の償還による収入 6,784 3,876

投資事業組合からの分配による収入 30,195 13,200

その他 △1,958 △135

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,135,752 515,436

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △97,290 △97,290

その他 △161 1,015

財務活動によるキャッシュ・フロー △97,451 △96,275

現金及び現金同等物に係る換算差額 △61,116 161,373

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,699,770 878,330

現金及び現金同等物の期首残高 5,329,928 6,732,242

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 7,029,698 ※１ 7,610,572
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

 

 

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

 

 

 

（追加情報）

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方）

　新型コロナウイルス感染症（以下、本感染症）は、経済、企業活動に広範な影響を与える事象であり、また今

後の広がりや収束時期等を予測することは困難な状況にありますが、当社は外部の情報源に基づく情報等も踏ま

えて、現時点では、今後も一定程度の影響を受けるものの、緩やかに需要が回復するとの仮定のもと、のれんや

固定資産の減損、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積もりを行っております。

　なお、本感染症拡大の状況や影響については、不確定要素が多いため、その状況によっては今後の当社グルー

プの財政状態、経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

記載すべき事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

　　　　記載すべき事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2020年１月１日
至 2020年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2021年１月１日
至 2021年９月30日）

現金及び預金勘定 7,029,698千円 7,610,572千円

現金及び現金同等物 7,029,698 7,610,572
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2020年２月５日

取締役会
普通株式 利益剰余金 97,290 9.00 2019年12月31日 2020年３月12日

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　 　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年２月５日

取締役会
普通株式 利益剰余金 97,290 9.00 2020年12月31日 2021年３月12日

 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

　 　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2020年１月１日　至　2020年９月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント
調整額

四半期
連結損益計算書
計上額 LSI事業 AIOT事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 1,238,229 995,775 2,234,004 － 2,234,004

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,238,229 995,775 2,234,004 － 2,234,004

セグメント損失（△） △340,600 △34,399 △374,999 － △374,999

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2021年１月１日　至　2021年９月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント
調整額

四半期
連結損益計算書
計上額 LSI事業 AIOT事業 合計

売上高      

外部顧客への売上高 2,393,443 778,309 3,171,753 － 3,171,753

セグメント間の内部売上高

又は振替高
686 89 775 △775 －

計 2,394,129 778,398 3,172,528 △775 3,171,753

セグメント利益又は損失

（△）
391,781 △53,067 338,713 － 338,713

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年１月１日
至　2020年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日
至　2021年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△30円42銭 38円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△328,862 410,818

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（千円）

△328,862 410,818

普通株式の期中平均株式数（株） 10,810,066 10,810,063

　（注）１　前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

２　当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2021年11月11日

ザインエレクトロニクス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木　村　尚　子　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 倉　本　和　芳　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているザインエレクト

ロニクス株式会社の2021年１月１日から2021年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年７月１日

から2021年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ザインエレクトロニクス株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断

している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

　続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

　る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

　れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
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　められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

　か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

　四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

　適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

　の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

　として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

　準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

　表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

　る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

　は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

　の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査

人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じてい

る場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　

 

EDINET提出書類

ザインエレクトロニクス株式会社(E02062)

四半期報告書

24/24


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

